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地 方 公 共 財 配 分 の 実 証 分 析

— その評価と展望（n ) •需要サイド分析の新展開一

長 峰 純

1 はじめに

2 公共財需要プロセスへの諸効果

3 Tiebout型モデルとの実証分析における接点 

4 投票デ一タ.ミクロデータを用いた需要分析 

5 おわりに

1 は じ め に

地方公共財にかんする実誕分析は，前回述べたよう 

に70年代において中位投票者型需要モデルを中心とし 

て一' 3の展開を見た。そしてこのアプローチは，モデ 

ルの修正.拡張という形で様々な方向へと研究が展開 

されてきている。今回はそうした流れに沿って，需要 

サイドの分析における新たな展開を検討していく。そ 

こには，中位投票者型モデルへの批判を一'"̂3の起点と 

して，代替的なモデルを提示しようとしたものから， 

他の視点から分析が加えられていく過程で，中位投票 

者型モデルとの接点に改善が見いだされたものまでが 

含まれている。

次節ではまず，公共財の需要プロセスへ影響を与え 

る種々の要因として，近年分析が加えられている幾つ 

かのトピックを取り上げる。3節では，公共財の実証 

分析としてもう一"̂3の流れを形成しているTiebout 

型モデルとの接点を探る。4節では,主として公共財 

需要関数の推定方法という観点から改善を試みて、る 

幾つかのアプロ一チを検討する。

2 公共財需要プロセスへの諸効果

公共財需要サイドの分析は，その需要者たる地域住 

民の最適化行動に基礎を置いている。そこでは分析上 

しばしば各個人の所得，そして固定資産価値に依拠し 

て設定される租税価格は所与と仮定される。そしてさ 

らに公共財と私的財〔可処分所得）という2財への選好 

から，ある特定の公共財への需要が導かれる。しかし 

ながら，人々が各々の地域で集合的に公共財水準を選 

択していくプロセスには，その他にも様々な要因がか 

かわってくる。また2財世界という分析上の単純化も， 

重要な問題を捨象してしまう可能性を含んでいる。こ 

うした点は，前回取り上げたBergstrom & Goodman 

〔8〕の分析においても，個人の特性や地域の特性を 

需要関数に加味しようとするところに現れている。以 

下では公共財需要プロセスにおいて，人々の租税価格 

や所得への効果を通じて，その選択行動，ついては社 

会的な選択の結果に影響を与えうる幾つかの要因を検 

討する。それらはシンプルな需要サイドを前提とした 

分析に，改# を試みる方向として考えられよう。

2- 1補助金（grants)と flypaper効累

需要サイドに影響を与える重要な要因として，まず 

補助金の存在を指摘することができよう。補助金につ 

いては, その政策目的や効果等についての研究がこの’ 

領域では一'̂ ?̂の大きなテーマとなっており，それらを 

ここで詳述することはできないが，本稿の主旨に沿ゥ

* 本稿は本研究ノート（I ) (第78巻1号に掲載）の統編である。

注 （1 ) 補助金という日本語はしぱいf 誤解を招きやすい，ここでいう補助金（grants)とは，中央政府から地方政府への 

資金の流れであり， 、わゆる公的部門から私的部門への流れ(subsidy)を指しているのではないことに注意されたい。
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て，補助金を公共財需要関数の中の一変数として考慮 

する方向を考えてみよう。

一口に補助金（grants)と言っても，その形態には種 

々のものがある。そのうち，特定の地方公共財へ使途 

が限定され(conditional) ,かつ公共財単位当たり価格 

の一定比率を補助してやるものが， matching grants 

と呼ぱれる。〔因 1〕には，代表的個人I 'の公共財(G ) 

と私的財（® ) (あるいは可効•分所得）に関する選好が描 

かれている。当初個人》' は所与の予算制約A 5 に対し 

て£ 点で主体的均衡に達する。matching grantsは’ 

公共財早位当たり価格（/»)に対して》*(0 く ぐ ）とい 

う比率で補助を与える。しすこがって,補助金が与えられ 

れぱ個人, 'の予算線はi lD に回転し，新たな均衡点が 

で得られる。この補助率（m)は地域あるいは個人 

にとって所与のものであり，補助金額〔この場合/

は人々の公共財への選好に依存して同時に決まつてく 

る。

〔図 1〕

これらを予算制約式で示せぱ次のようになる。

(1) yi = Xir\~(\ — nOtipG—bi

ここでy iは個人i の所得，t iは個人i の固定資産 

価値によって規定される租税シェア， は公共財単位 

当たり価格である。matching grantsは，個人のいわ 

ゆる租税価格（も/0 を G - w )む/>へ引き下げる効果 

(価格効果）をもっている。したがって，新たな均衡 

点 E 'の位置は，当然所得効果•代替効果の大きさに 

依存して決まってくる。

また別の補助金形態として，いわゆる定額補助金 

(block grants)を考えてみよう。この補助金は(1)式に 

示されるように，個人i の予算線を補助金額（わ）だ 

け外側に拡大する効果，つまり所得効果を与えるもめ 

として捉えられる。さらに matching grantsも，

open e n dなものとclosed e n dなもの，つまり天弁 

付きであるものとそうでないものに区別することがで 

きる。〔図 1〕で補助金額が公共財量で測ゥて 

予算額で示せぱpy~BCの水準で打ち切られるとして 

みよう。この場合，補助金を含めた予算線はと 

いう形になり，新たな均衡点が線上で得られる腺 

りでは，matching grantsも所得効果としてしか効 

いてこないことに注意されたい0

かくして補助金の存在は，一般的に公共財への需要 

を刺激する効果をもつものと見なされている。この効 

果の重要性は，公共財需要関数を推定している近年の 

研究のほとんどが，補助金を考慮に含めている点から 

も明らかである。しかしながら，その効果の大きさを 

厳密に評値し，さらには補助金の形態の違いによる効 

果を識別するという点では，いまだ多くの困難が残さ 

れているようである。そのような試みへの挑敏として， 

Feldstein〔65〕，Inm an〔78〕，Perkins〔87〕を挙げ 

ることができよう。

ところで近年補助金の分析は，政府部門拡大への関 

心と相まって，flypaper効果という観点から新たな注 

目が向けられている。flypaper効果とは，実IE研究か 

'らの一つの fact finding として，Gramlich & Galper 

〔70〕，Inm an〔23〕等によって指摘されてきたもので 

あるが，筒単に言えば，次のようなものである。すな 

わち block grants力;，先の分析のように，人々の予 

算制約の中で所得増加効果として捉えられたとき，補 

助金の増加が同額の所得増加よりも公共財への需要拡 

大効果において大きい，というものである。

推定式を用いて説明すれぱ次のようになる。

(2) Gj=oc+^j+Tpj+dl>j+wi：j+Sf 

この式は，誘導形タィプの公共財需要関数であるが, 

所得（y ) ,租税価格( / » ) , 1人当たり補助金ひ)，その 

他要因（Z )を説明変数としている。この式のバラメー 

ターを推定するためには，例えぱ中位投票者型モデル 

が使われることになる。

すでに見た通り，block grantsがもつ効果は所得 

効果である。したがって補助金を個々人の予算审i約に 

おける所得増（ろ）として見なせるならば，2̂ とゐは 

G に対して同じ効果，すなわちパラメーターについて 

が成立するはずである。しかしながら，多くの実 

IE結果はド 0 の関係を見い出している。flypaper効 

果の大きさはこのバラメーター値の差（ターi8) , ある

地方公共財配分の実証分析

いはそれによって拡大したとされる公共財量（0—め•
( 3 )

6 として表わされる。
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この議論の一'̂3のインプリケーションとして次のこ 

とが言える。地方政府レペルの分析は，一般に連邦政 

府ゃ州政府による課税を捨象した形で行なわれるが， 

地方政府への補助金は，本来連邦所得税のような中央 

政府の税収が財顏になっている。したがって，補助金 

はある意味で連邦所得锐の遺元と見ることができる。 

しかしflypaper効果によれぱ，所得が中央政府を経 

由して補助金という形で再度めぐり回ってくるという 

制度自体が，正の所得効果をもちうることになる。

この効果の原因については幾つかの視点から説明が 

試みられている。公共選択における伝統的な議論であ 

る財政錯覚を用いた説明がCourant et a l .〔57〕で 

なされている。また投票プロセスにagenda setting 

モデル，すなわち，Niskanenタイプの予算最大化を 

行なう供給主体を想定した説明が，Romer & Rosent­

hal [89] によって，さらにそのモデルに投票者（需要者） 

側の財政為覚を結合させた実証分析が，Filimon et al. 

〔67〕によって試みられている。

2- 2租税構造とtax exporting

地方政府の財源は，基本的には固定資産税に基づき 

ながらも，実際には今見たような補助金（grants) ,そ 

してさらに消費税〔sales tax) や公企業からの収益金 

參にも依存している。また固定資産税だけを見ても， 

その負担は地域住民だけでなく，法人企業等他の経済 

主体にも及んでいる。かくして租税構造には実際上地 

域間でかなりのvariation (多後性）が観察される。し 

たがって，ここでは各々の財源に依存する度合いとい 

う意味での租税構造S体が，いかにして決まるのかと 

V、う問題が提起されうるだろう。

すなわち，公共財の財源が地域住民の固定資産税に 

よってのみ賄われるという単純な租税面の把握には間 

題が残されており，その点での修正には需要サイドの 

分析に改卷をもたらす一方向が見い出される。さらに 

進んで経済主体の租税構造に対する選好を想定して，

支出面と同様に収入面についても実証分析を加えよう 

という試みがある。

租税構造を人々の合理的選択の結果として捉えるた 

めの一'つの視点として， McLure〔81〕による tax 

exportingの概念を適用するのが便利である。tax 

exportingとは一口に言えぱ，ある公共財のサービス 

を享受する人々が，その財源の負担を他の経済主体に 

も求めうること，すなわち自分達の負担を他に転出 

(export)できることを指している。例えぱ教育サー 

ビスから直接便益を受けるとされるのは，一般に地域 

住民，それもとりわけ公立学校に子弟を持つ家計であ 

ると考えられる。しかしながらそうした人々は，その 

コストを地域住民以外が負担する固定資産税や消費税 

にも求めることが可能である。そこでは人々はより 

tax exportしやすい財源へ依存することを望むのが 

合理的である。

固定資産税におけるtax exportingという現象は， 

例えぱその地域が工業. 商業地域であり，法人が多数 

入り込んでいるような場合には起こりやすいと言える 

だろう。また消費税のtax exportingは，その地域 

が中心地域• 商業地域であり，他の地域の住民が仕事

r三田学会雑誌」78卷5 号 （1985年12月）

や買物のために，その地域内で消費をする機会が多い 

場合に起こりやすいだろう。

以下ではまず，固定資産税の負担者として地域住民 

以外の経済主体で最も大きな存在である法人企業への 

課税が，ひるがえって地域住民の公共財需要にいかに 

影響してくるかを分析したU d d 〔79〕，Greene & 

Munley〔72〕を取り上げてみよう。

住民の固定資産総価値（PT )と法人のそれ（CWO 

が区別されるならぱ，固定資産W iをもつ個人の租税 

シュアは次のように定義される。

W
(3) h:

Wi Wi
:R .ti

w + c w  w + c w w

ここで法人の固定資産（CPF)がより大きいほど， 

個人: 'の租税シェア（?i)は低められる。またそれは課

注 （2 ) ここではflypaper効果の定義についてはラフな形で扱っている。あるいはyプとゐプが同一のものと扱いうると前 

提した上での議論である。所得効果と定額補助金によるflypaper効果の実IE分析上の関係式については，Fisher 
〔68〕を参照されたい。

(3 ) agenda settingモデルとは，投票モデルの供給サイドにおいて官僚の行動仮説を想定したモデルである。このモ 

デルへの説明は次回に行ないたい。

〔4) fh^Japer効果の説明には，この他にも幾つかの仮説がある。Fisher〔68〕を参照されたい。

(5 ) ここではtax exportingの実証面だけを議論する。前節の補助金もそうであるが，tax exportingは公共財と私 

的財の相对価格を変化させるので，資源配分上の効率性にも影響を与えていろ。また"tax importing" という逆の 

視点からの捉え方も当然可能である。しかし分析は通常exportingの侧面から行なわれていろ。他にHogan & 
Shelton〔77〕を参照されたい。
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地方公共財ee分の実IE分近_

税ペース全体のうちで地域住民の固定資産価値が占め 

る比率（/ ? ) と，地域住民内での個人/の租我シュア 

(む）の積として，2つの部分に分けることができる。

ところが法人課税には，さらに転嫁という尼介な間 

題が関わってくる。法人による住民への租税転嫁があ 

れぱ，住民による法入へのtax exportingの程度は弱 

められることになる。そこでLaddは，（3)式の/?に 

次のようなliE正を考えている。

‘X

CW \ Pr+(1-S)CPF パ
CW) W+ CW

Sが租税転嫁を示すバラメーターであり，S = 1 力； 

転嫁の全くない状態，S = 0 が完全転嫁の状態を表わ 

している。これまでの議論では租税シュアの意味を厳 

密に扱ってこなかったが，ほとんどの分析は法人の因 

定資産を全く考慮しない（5=0のヶースに帰* ) 力、，あ 

るいは考慮したとしても完全転嫁（5 = 1) の状態と 

仮定していたと見ることができよう。

Ladd等の分析は，法人固定資産という観点から租 

税シェアの捉え方，よって公共財水準の選択プロセス 

にま正を加えるとともに，租我転嫁の程度を推定する 

という租税分析の面からも興味ある試みである。

次に，公共財が固定資産税以外の財源によって賄わ 

れることの効果を検討してみよう。Sjoquist〔92〕は， 

そのような固定資産我に代わる代替的財源として消費 

税を取り上げ，人々の租税構造への選好を想定して実 

証分析を試みている。

いま消費税が私的財（aO (便宜上1財と仮定）の価格 

( P ) に税率（ら）で課税されるとしよう。ここでは単 

純化のため補助金は捨象している。この時個人I'の予 

算制約式は次のように示される。

(5) yi= pQ.-)rtx)xi-\-tmWi

ここでy iは所得， は租税シ：■；ア決定と同時に 

換算された固定資産への実効税率としよう。今公共支 

出が固定資産税と消費税によって賄われているとして， 

地方政府の予算制約式を次のように考えよう。

(6) E=txp 2  2  Wi ( " ニ住民数）

ここで£ は公共支出額， と は 各 々 の 課  

税ペース全体である。E, 2 め，Z V fを所与とすれぱ，

〔図 2〕

(6)式を t x と t^oの関係式と見なすことが可能である。

ま た 各 税 収 を Tu,(.tw')と表わし，税率に 

かんする関数とする。そこでは 7V>0, TV'CO, 

7\/>0, を仮定する。すなわち税率を上げる

ことの増収効果は遞減的であるとする。さらに 

との間には僅かであるが代卷性が存在してい 

ると想定する。この時税率ら，らを軸とする平面上 

に(6)式を境界（曲緣7 T )とした税収可能領域が，右上 

側の凸集合部分として描かれうる（〔図2〕)。

個人の効用関数については，間 接 効 用 関 数 ら ， 

tw, y ) を考える。そのときら，ら平面上におけるま 

差別曲線が/ 曲線群によって表わされる。この曲線は 

左下へ行く殺高い効用水準を示し，原点で効用は最大 

となる。租税構造が地域住民の選好によって決まると 

して，この無差別曲線が代表的個人のものであるとす- 

れぱ，この地域の税率構造は£ 点によって与えられる。

Sjoquistは，間接効用関数が地域間（クロス.セクシ 

ョン）で同一であると仮定して，地方政府間の税率構 

造 （ら，ら）の相違が税収制約（：T：r 曲線の形状）の相 

違によって生じると考えた。そして通常とは逆の視点 

から，公共財水準の方を所与として固定資産税収の 

相対比を中位投票者の選好で説明しようと試みた。消 

參税にtax exportingがある地域，平均消費性向が

注 （6 ) 他方，説明変数に産業構造の代理変数を含めることで，法人企業の存在を意識したものはよく見かけられる。

(7 ) Laddは法人を第2次産業. 第3次産業に分類している。推定結果は，法人課税が幾分かシフトされている可能性 

と，第3次産業の存在の方が公共財需要拡大へのインバクトが大きいことを示している。

( 8 ) Sjoquistが対象とした地域では，固定資産税への依存度が最高で98%から最低で16%にまで広がゥていた。
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より高いと考えられる平等な所得分布をもつ地域は，

〔図2〕の曲線T,T, のように左に傾いた锐収制約線 

に直面し，直観的に言えぱ消費税からの収入を得るこ 

とが相対的により容易であり，その結果画定資產税へ 

の依存度を減らすだろうという仮説を立てることがで 

きる。また固定資産税にtax exportingがある地域

「三田学会雑誌」78卷5 号 （1985年12月）

は，逆に固定資産税への選好をより高めるであろうと
、 . (9K10)

いう仮説をたてることができる。

2 - 3 部分均衡モデルからの拡張

公共財需要関数の推定は，中位投票者型モデルを代 

表としてはとんどの分析において，便宜上1公共財市 

場のみを想定した部分均衡モデルの形で行なわれてい 

る。このような単純化は実証分析を行なっていく上で 

ある程度儀牲にせざるを得ない側面であると言える力;， 

他方でそうした制約が現実との間にどの糖度の乖離を 

もたらしているかに慎重に配慮すること，そしてまた 

そうした制約を緩める方向を探ることも重要である。

公共財需要関数の推定という中で，他の公共財の存 

在を明示的に考慮することで一般均衡的フレームワ一 

クへの拡張を図ったのが，Deacon〔6l〕，PerkinsC87] 

の貢献である。彼らは，複数の公共財間の相对個[格の 

変化によるインバクト，すなわち交差価格効果を推定 

し，公共財間における代替性.補完性という興味ある 

側面に分析の目を向けている。

一般均衡的フレームワークにおいて個人：'の効用関 

数及び予算制約式を考えてみよう。ただし私的財Ocプ） 

は ,'個，公共財（flTfc)は;W個，gj, p k を各々の価格 

(あろいは租税価格）とする。 また各公共財について， 

個々の選択市場が存在していると仮定す"J)。

(7) = XI, gu •••, gm)

I m
sub. to 'H q jx j+ ^  pkgk = yi 

* =1

個ろ i が公共財のために支払う租税総額(7\)は，

7\ = 2 れ fffcであり，政府予算（£ ) の制約式が£ = 5： 

T iによって示される（ただし社会は" 人から成ろ）。個 

人 : 'のA:番めの公共財に対する需要関数は，公共財間

の交差価格効果等もすベて考慮した場合，次のように 

表わされる。

(8) ififfcニ 0レル ''',qu pu わk , Pn i >  yt) 

通常の2財型モデルにおいては，ある公共財の1私

的財（可処分所得）との間の相対価格及び所得 

iy i ')だけが需要関数の説明変数であった。

Deacon等の分析は，C7)式の効用関数に次のような 

分離可能性（separability) を仮定したものと理解され 

よう。すなわち公共財間，私的財間では交差価格効果 

を想定するが，公共財と私的財の間の関係は独立であ 

ると想定する。

(9) «< = «iC/(a；i , £ c i ) .  higu ffm))

よってそこで推定された需要関数は次式のようなもの 

であった。

(KS igk=g iPu—,Pm, Vi)

このようなアプローチは, 前回問題にした中位投票 

者型モデルが本来的に部分均衡モデルである点，別の 

言い方をすれば，一般均衡的分析への拡張を因ること 

が困難である理由を，次のような点から鮮明にしてい 

る。個々の公共財についての選択市場がもし想定され 

るならぱ，そこでは公共財の数だけ各々の市場に中位 

投票者が存在していなけれぱならない。しかしながら 

一般均衡的なフレームワーク力は，すべての財の相対 

価格変化が含まれるため，各々の市場で特定の中位投 

票者に収束することを保誕しうる安定した投票メカニ 

ズムを前提することが困難になる。例えば，ある公共 

財にmatching gran tsが与えられるとしよう。その 

効果は，相対価格の変化を通じてこの財と代替的.補 

完的関係にある他の公共財への需要にも当然波及し， 

そこでの中位投票者をも変化せしめる可能性をもつ。

しかしまた，現実においては各々の公共財について 

別個の選択市場が存在しているわけではない。ここで 

は general financing 歳入による財源調達）という 

公共財の効率的配分に関わる古くからの議論が毅然と 

立ちはだかってくる。複数次元の選択対象という点が, 

中位投票者モデルに对して不利に働くことは前回すで 

に指摘したが，なおそこに一般均衡的フレームワーク

注 ( 9 ) 地域住民からの反発を少なくとどめながら税収拡大を図ろうとする政府部門の行動仮説に，tax exportingの概 

念を結びつけることも可能である。Hettich & Winer〔76〕を参照されたい。

(1 0 )以上，課税転嫁，tax exportingそして補助金等の税収面の要因は，財政錯覚にも結びついてくる。租稅構造や 

転嫁の要因が複雑になるほど，公共財の正しい価格を個人は捉えにくくなるだろう。

(1 1 )厳密には，連邦. 州 . 地方の各政府レペルにおいて租税と公共サービスを考慮しなければならない，という問題が 

残されている。また税収がすべて公共財に使われるという仮定も単純にすぎるかもしれない。さらに公共選択モデル 

においては，どの財を公的に供給すろ力、，すなわち公共財の個数自体が本来内生的なものである。
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というとうてい計りしれない複雑さをも考慮したとき 

に，果たしてモデルが課す単純化への制約が，中位投 

票者型モデルによる実SE分析の妥当性に有利に働いて 

いるか否かを評値することはそう簡単ではない。そし 

て同じように現実の公共財供給システムとして，複雑 

精敏なものと単純なものでどちらが好ましい結果をも 

たらしうるかも，一概には評価を下しえないだろう。

3 T iebout里モデルとの 

実IE分析における接点

地方公共財の分析においては，周知のようにTieb- 

o u t〔47〕の 「足による投票モデル」から発展した分 

析が，理論.実証の両面において一つの領域を形成し 

てきている。もちろん，その全景をここで扱うことは 

できないが，主として実証分析との関連から，中位投 

票者モデルのような集合的意思決定モデルとの接点を 

探ってみよう。

3-1 Tiebout 仮説と fiscal capitalization
Oates〔36〕による fiscal capitalization(以下 f.c.と略） 

の考え方を用いた実IE分析が，Tiebout仮説の検誰と 

いう観点から一'*̂ の重要な契機を与えている。Tieb­

out 仮説が示唆する重要なインプリケーションは，人 

々が各地方政府の提示する租税一支出というメニュー 

に対して，センシティプに反応するというものである。 

例えぱ，同一の公共サービス水準に対して，地域ごと 

の人口の差や所得分布の違、から異なる粗税水,が設 

定されるならば，あるいは同一の租税水ipに対して異 

なる水準の公共サービスが提供されるならぱ，人々は 

そこに発生する1/、わゆる財政余剩（fiscal surplus)に 

対し敏感に反応し，より有利な地域への選好を高める 

のである。ところがそうした居住地域への需要メカニ 

ズムがスムースに働くとすれば，そこでは地域的なメ 

リットが仏拭されるところまでその地域の固定資産 

〔土地+住宅）価値は引き上げられてしまう。f .c .とは， 

地域間に存在する財政的メリットの差や環境面.ァク 

セス面での差が，居住地域への需要メカニズムから最 

終的に地域間の固定資産価値に反映されることを意味

している。

以上の仮説のもとでは， 番めの地域の固定資産価 

値 は ，均衡において次のような関係式で決ま 

ってくる。

(U) W j=[P j(gj)H  厂  tjW jVr

P jは固定資産の単位当たり使益で，ここでは単純に 

一世帯当たり公共サービス水準あるいは公共支出額 

(fifプ）の関数として捉えている。Hプは固定資産総量， 

むは固定資産への実効税率，r は割引率である。また 

(U)式は次のように表わすこともできる。

ぬ PTメ + 厂む W^)/r 

ここでI F は，物質的.環境的な面で同一な固定資 

産についての，社会全体から見た（平均的）価値を表わ 

している。(g厂 t jW / )が財政余剰の将来的に期待さ 

れる流巧値であり，それを割引率（r ) で割ったもの 

力;現在時点で評価した，いわゆる資本化（capitalize) 

される額になる。

Oates〔36〕，Heinberg & Oates〔75〕は，f.c .の 

概念に基づいて各地域の固I定資産価値に対し税率が負 

の効果，公共サービス水準が正の効果をもつという仮 

説をたて，次のような回帰式の推定から検証を試みたひ 

⑩ W j=a+fi log tj+r log gj+^VkZjk+£j 

Trゴはy番めの地域の中位固定資産価値，むは税率t 

£Tプは一人当たり公共支出額である。または環境面 

• アクセス面を表わす説明要因，り は誤差項である。 

彼らは有意にiS<0, 7->0という推定結果を与えてお 

り，それをもってさらにTiebout仮説の間接的な立 

I Iになると主張した。

しかしこの解釈をめぐってはその後幾つかの疑問が 

提起されている。例えばEdel& Sclar〔62〕は，Tie. 

bou tモデルの条件が完全に整った長期のTiebout均 

衡においては，租税及び公共支出のf.c.はもはや存在 

しえないわけであり，したがってそれらの変数と固定 

資産価値との間には何らかの関係は成立しないと指摘 

した。その場合Oates等の推定結果は，経済がむし 

ろ Tiebout均衡の状態には'ないことの立証になって 

しまうのである。さらにEpple et a l .〔64〕は，この 

モデルには住居の選択と，居住地域•公共サービス水 

準の結合的な選択という二つの決定が含まれているた

注 （1 2 )各公共財への支払と収入が陵昧であることもまた財政錯覚に関連してくる。これはむしろ租税構造が単純でありす 

ぎろことの問題であろ。支出面と収入面が切り離されていることによる効果については，近年Winer〔98〕の実|E 

分析がある。
(13) Oatesはバラメ一ターの解釈から，税率増加の％が capitalize (資本化）されていると推察している。
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め，それらを識別するには別個の*造 

方程式を特定化した上での同時推定が 

必要であり，そしてそれにはデータ上 

の困難があることを指摘した。

この領域では他にもOatesの分析 

を延長させた形のものが多数輩出し 

ており，推定式にも幾分かの修正が 

試みられている（例えぱSonstelie &

Portney〔94〕，Cushing〔59〕）。そこで 

は f.c.のメ力ユズムを程度の差こそあ 

れ部分的に支持する結果が，一般的に 

は与えられている。

さらにこの f.c .をめぐる議論は，

Tiebout仮説の検証方法に関する論争 

にとどまらず，幾つか重要な問題提起 

を行なっている。第一に，完全なf.c.が起こる世界で 

は，固定資産税が公共財の利益税（benefit tax )にな 

りえるという点である。すなわち，固定資産税が公共 

財にかんする資源配分の効率性〔サムエルソンの条件） 

を満たしうる租税になる（例えばEdelson〔63〕）。こう 

■Lた仮説を利用して，公共財配分の効率性を演擇しよ 

うとする実証分析もある（Brueckner〔13〕）。

f.c.が与えるいま一つの重要な帰結は，人々の合理 

的行動を個々人の固定資産価値の最大化行動として置 

き換えうるという点である。したがって，この固定資 

達価値の最大化仮説に則って人々の投票行動を整合的 

に説明するという観点から，Tiebout仮説への接近を 

図っている分析も存在している（Deacon & Shapiro
(17)

〔16〕，Martinez-Vazquez〔28〕）。

3-2 T ie b o u tモデルと集合的意思決定

Tiebout型モデルと中位投票者型の集合的意思決定 

そデルとは，個人が選択行動をする上で視野として描 

いている選択空間に大きな相違がある。Tieboutモデ

Munley〔84)より引用c

〔図

ルにおいて，人々は各地方政府による公共財. サービ 

スのメニューを所与として，地域間を自由.に移動する 

ことで選択を行なう。それに対し中位投票者型の集合 

的選択モデルでは，人々はある決められた空間内でそ 

こでの公共財供給量を集合的に決定していく。

この両モデルの関係を簡単に表わせば〔図3〕のよ 

うになろう。横軸は公共財量で，人々はその上に各自 

の選好をもっている。破線は各地域ごとの公共財に対 

する人々の選好の密度分布である。ここで集合的選択 

モデルは，各地域においてやG fiという水準を選 

択するプロセスを捉えている。それに対しTiebout メ 

力ニズムは，各地域における達好分布の分散を小さく 

する働きをする。完全なTiebout均衡では，各地域は 

同一の選好をもつ人々からのみ形成され，図において 

縦の実線として表わされているように，極端な選好分 

布が成立する。

このように，両モデルは人々の公共財への需要行動 

の異なる極面を描写していると言うことでがき，その 

意味では各々の実証分析がある程度の距離を置きなが

注 （14) Oates自身，（13)式には，W からt あるいはg への逆の因果関係があり，同時方程式バイアスが生じている可 

能性を認めている。また（13)式については，semi-log型であることの恣意性，capitalizeされるのは税率（りで 

はなく課税支額である，という点からの批利もある。 ，

(1 5 )他の実証研究については，Cushing〔59〕の参考文献が詳しいので参考にされたい。

(1 6 )固定資産税の帰着については幾つ力、の見方がある。ここでは固定資産が一定，つまり供給曲線が垂直であると仮定 

してきたが，近年では弾力的な供給曲線を仮定した議論がある。，確かにstructure (住宅）部分については，長期 

的にそれが言えるだろう。また土地部分についてもzoning (区画割り）の修正による影響がありうる。Mieszk. 

owski〔82〕，Topham〔96〕を参照されたい。 .

(1 7 )地域住民の効用最大化を地方政府の目的に仮定して，その行動基準として固定資産価値最大化をすえた分析も数多 

く為されている。Sonstelie & Portney〔43〕，Wildasin〔97〕を参照されたい。
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ち展開されてきたことも領ける。しかし，これまでの 

議論から次のような一'̂ ^の方向が示唆できるかもしれ 

ない。つまり地域内での垣期的な選択には中位投票者 

型モデルを想定し，より長期的にはTiebout型モデル 

の形で地域間の選択とf .c .のメカニズムを想定する。 

各地域における今期の投票プロセスによる選択は，移 

動とそれに伴うf.c.を経て次の段階の投票プロセスに 

おける選好表明に影響を与える。類似の観点から，理 

論モデルとして分析を加えているものにYinger〔99〕 

がある。

また効用関数のargument (独立変数）の中に通常 

の私的財，公共財に加えて，固定資産価値と他地域の 

公共財水準のメニューをも考慮することで，Tiebout 

型の行動がひるがえって当該地域での投票行動に与え 

る影響を検討しているものもある（Wildasin〔97〕）。 

ここでは地域内での投票行動は，常に他地域の公共財 

メユュ一を晩みながら移動すべきかどうかを考慮しな 

がら行なわれる。特に極端な場合，すぐにでも移動を 

考えている個人は，公共財への選好ではなく，現在い 

る居住地の固定資産価値をできるだけ高額で売却でき 

るような方向へ，選好を表明するという結果が示され 

ている。

Tiebout的な行動が入ってきた場合に，これまでの 

投票型モデルにおける行動仮説に対して修正が迫られ 

る可能性は十分考えられる。上記のようなアイデアを 

実SE分析に結びつけていくことが，今後の重要課題の 

一つであると言えよう。

4 投票データ. ミクロデータ 

を用いた需要分析

本稿で扱っている公共財への需要行動に依拠した実 

IE分析は，本来ミクロ分析である。しかしながら実際 

の推定においては，モデルに適合したミクロデータが 

使用できることはほとんど稀である。そこではしばし 

ぱ集計されたデータに頼らざるをえない。例えば中位 

投票者型モデルにおいては，公共財への需要関数が中 

位投票者の効用最大化として特定化され，それに従っ 

て集計データの中にある架空の中位投票者を想定して， 

そのデータを選定するという作為が行なわれる。

集計的データを用いてミクロモデルの推定を行なう

際にはそこに幾つかの問題点が指摘されている。した 

がって，通常の回^§推定に代わる新たな分析手法やデ 

ータの選定という観点からも，分析の改善が図られて 

きている。例えば投票データ（しばしば質的データとして 

言及される）やミクロデータ，及びこの両者を,組み合わ 

せたものを挙げることができる。その中には集計デ一 

タに基づく中位投票者型需要関数の推定を直接批判す 

ることから出発しているものもある。以下では，集計 

データを用いたァプロ一チに対置させながら，それに 

代卷するァプロ一チを論じていく。

4 - 1 投票データ.アプローチ

地方公共財への人々の選好表示は，一般的には投票 

というある意味で現実的と言えるが，他方では制約を 

受けた手段に委ねられざるをえない。実際に地方政府 

レベルの意思決定の多く力’、，分権制に依抓した諸国で 

は住民投票（referendum)を介して行なわれている。 

つまり，この住民投票の結果は，意思決定プロセスか 

ら最’も直接的に得られるデータと言うことができる。 

地方公共財の需要にかんする最初の実証分析も，実は 

この投票データを直接に用いたものであった（Birdsall 

〔9〕)。

投票による選好表明は，多くの場合ある公共財量を 

何単位か増やすという提案に対して，賛成（Yes)か反 

対 （N o)かという形で間われる。そこで公共財需要関 

数を推定する際の被説明変数に，公共支出額i いう量 

的データではなく，賛成投票者の割合（_P) という質 

的データを用いる方法が考えられる。つまり地域メの 

公共財への選好が次の式で表現される。

(M) Pj=PjCpj, yj, zj)

説明変数にはこれまでと同ま，租税価格（/»),所 

得 W , それに社会的• 地域的特性（■z)力’S 地域 

の集計データの中から与えられる。そこではやはり中 

位値，平均値が代表値として用いられることが多い。 

ただしその根拠は中位投票者型モデルの場合に比べれ 

ぱそれほど明確ではない。また多くの分析はこの04式 

を probitモデル. log itモデルへとさらに変換した 

上で，クロス. セクション推定を行なっている。

こうした分析では，公共財への需要関数を推定する 

ことがまずもって第一の目的とされている。したがっ 

て，公共支出を用いて需要関数を推定した通常のアプ

注 (18) probit • logitモデルについての説明は省略するが，それはP を （賛成の）確率として解积するための推定上のテ

クニックである。
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ローチと，各々所得弾力性.価格弾力性等のバラメー 

ターを比較するという作業が可能になる。また，投票 

結果を人々の行動の経済合理性によって整合的に説明 

しうるかという点の検BEも意図に含まれてくる。アメ 

リ力では70年代に起きた課税抑制〔tax limitation) へ 

の一連の動きが，人々の経済合理的行動として説明し 

えるかどう力、が，とりわけこうした視点から盛んに研 

究对象とされた。

以上のような方法に基づく研究には， Deacon & 

Shapiro〔16〕，Peterson〔88〕，Barkume〔3〕があ 

る。課税抑制間題への適用例には，Barkume〔4〕， 

Levy〔26〕，Neufeld〔34〕等がある。

4 - 2 ミクロデータ.アプローチ

集計データを用いてミクロモデルの実IEを行なう際 

には，推定の正確さという点でしぱしぱ問題が発生す 

る。Akin & L e a〔53〕は，集計データに代わり可能 

な限りミクロデータを利用することの根拠として，次 

のニ点のバイアスを指摘している。第一に，集計デ一 

タを使う場合には説明変数間で多重共線性が起こりや 

すい点がある。さらに，説明変数がモデル内で純粋に 

外生変数とならずに内生的性格をもちやすい点もある。 

この場合，推定されたバラメーターには同時方程式バ 

イアスがかかる。例えば公共財需要関数の説明変数の 

一つである中位所得は，.地方政府支出から逆に影響さ 

れて決まってくる可能性を指摘できる。

第二に，集計データの中から中位投票者を特定化す 

ることの困難性がある。すなわち中位投票者プロセス 

が現実に機能していたとしても，真の中位投票者と集 

計データから定義した架空上のそれとがー致する保証 

はない。また公共財需要に影響する個人的.社会的特 

性については，適切な代理変数が存在しないかもしれ 

ない。これらの場合，測定誤差によるバイアスが生じ， 

集計データによる推定は，諸個人の多様な特性を暖昧 

にするという誤譲（specification bias)を犯す。

Gramlich et a l .〔18〕は，ミクロデ一タを利用する 

ことのメリットとして，実際に投票参加した人々の選 

好が社会全体の選好とは乖離している時に，サンプル 

を実際に投票参加した人々にのみ限定することで，そ 

こに発生するバイアスを防止できる点を挙げている。

以上のような点に鑑み，公共財需要関数の説明変数 

にサーベイ. リサーチから得られたミクロデータを用 

い，被説明変数には従来の公共支出データを用いて推 

定を試みているものに，Akin & Lea〔53〕，Gramlich

& Rubinfeld〔71〕がある。また被説明変数にも公共 

支出への選好に関するサーベイにおいての解答を利用 

しているものに，Bergstrom et a l .〔55〕がある。同 

後のァプローチを前述の投票データ型モデルに適用さ 

せたものにCitrin [14], Rubinfeld〔91〕，さらにそ 

こで被説明変数にも投票行動についてのサーベイデ一 

タを用いているものにLankford〔80〕がある。

4-3 A tt i tu d in a lアプローチ

分析目的が本稿で取り上げた一連の研究とは若千異 

なるが，やはり公共財への需要に関するサーベイ. ミ 

クロデータを用いた研究を指摘しておこう。このァプ 

ローチは，現実の公共支出とか投票結果とは離れて， 

純粋にサーベイの上で人々の公共財に対する選好を導 

出しようと意図するものである。言わぱex ante ( *  

前的）な実験から逆に公共財への需要を，様々な経済 

的 • 社会的要因から予測することを目的としている。 

この種の分析は，一般にexperimental(試行）あるい 

は attitudinal(行動）ァプローチと呼ばれている。例 

えぱ Strauss & Hughes〔95〕，Ferris〔66〕が拳げ 

られる。そこでもまたサーベイにおける質問事項に合 

わせて，質的データに対効;すべきprobit . log itモデ 

ルを推定するという方法がとられている。

以上，推定に際して用いられるデータという面で異 

なるァプローチを，三つのグループに分けて説明して 

きた。ここで注意すべきことは，これらのァプローチ 

が公共財需要関数をより精敏に推定することに分析の 

第一目的を置いていることである。したがって，中位 

投票者仮説の妥当性というような，現実の集合的選択 

メカニズムに関して評価を加えるといった実証的関心 

のもう一'"3の側面は，ここでは間われていないことで 

ある。しかしいずれにせよ実誰研究において，こうし 

た代替的手法による試行が繰り返されることは，大い 

に尊重されて然るべきである。その結果，公共財需要 

の所得弾力性•価格弾力性といった重要な情報につい 

て，少なくとも諸研究の比較交流から，より信頼ある 

結果を導くことが可能になってきている（Bergstrom 

et a l .〔55〕，Lankford〔80〕を参照)。

最後に，需要関数を推定する際に用いる関数形の仮 

定について若干言及しておこう。この領域における分 

折では，効用関数あるいは直接需要関数に制約を加え 

ることで，最終的な推定式を対数線形あるいは線形の 

形で特定化するという方法がとられている。推定式の
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特定化という問題には，多かれ少なかれ恣意性を免れ 

えない面がある。しかし近年の計量的手法の発展によ 

って，この分野でもより少ない制約下での推定が,若干 

であるが試みられ始めている。例えば効用関数にトラ 

ンス. ログ型やCES型を仮定したものを指摘できよ 

う（Hayes & Grosskopf〔74〕，Lovell〔27〕）。 また推定 

式を線形と対数線形の間で伸縮性をもたせることが可 

能なBox-Cox変換を用いたものに，Greene& Munレ 

e y 〔72〕，Sonstile & Portney〔94〕力;，非線形の公 

共財需要関数を仮定したものにBeck〔54〕がある。 

Hayes & Grosskopfは，効用最大化によって選好が 

形成されているという設定自体が一つの制約であると 

して，その点をトランス.ログ型関数を用いて検証し 

ている。2-3節で述べた効用関数の分離性の仮定を緩 

める試みや，前述したミクロデータを用いる分析も，

こうした流れの中で捉えることができるだろう。

5 お わ り に  

本稿では，公共財への需要サイドにおける分析の多

様な展開を振り返ってきた。そこでは次のような指摘 

を行なうことができる。第一に，公共財需要に影響を 

与える諸要因を分析に含めていくことを意図した一つ 

の結果として，従来の公共支出面に焦点を置いた研究 

に対して，租税構造という収入面の重要性が為明にさ 

れすこ。第二に，分析モデルの空間を部分均衡の世界か 

らより拡張する試み，そしてTiebout型モデルのよ 

うに，他の地域をも視野に入れる方向が，若干ではあ 

るが開けてきている。第三に，推定に用いるデータや 

関数の形を工夫するという計量上より精敏化されたS  

要関数の推定を意図した試みが，展開されている。

これらの結果として，70年代初頭に始められたシン 

プルな中位投票者里II要関数にそのまま基づいた実IE 

研究は，今日ではほとんど見当たらなくなったと言え 

る。この意味で公共財需要の実証分析は，新しい段階 

に進んできていると言えるだろう。そして近年の研究 

におけるもう一つ重要な特徴は，公共財の供給サイド 

を明示的に意識している点である。かくして次回は， 

この方向に沿ってこの領域の研究に展望を与えること 

にしたい。 （続）
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